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１  予算編成の基本的考え方 
 

平成19 年度予算は、 

『 協働・協治都市－「文の京」の新たなステージへ－を目指す予算 』 

と位置付け、次の三つの重点施策を柱として編成しました。 

（１）重点施策 

 

    

・「保育園第３子保育料助成事業」 

・「特定不妊治療費助成事業」 

・「延長保育スポット利用」 

・「乳幼児及び義務教育就学児医療費助成」 等 

 

 

    ・「教科担任制・複数担任制推進校」 

・「学校図書館ボランティア」 

・「第五・第七中学校統合に伴う整備」 

・「区立学校適正配置の推進（区立小・中学校将来ビジョンの推進）」 等 

 

 

    

・「コミュニティバス運行」 

・「文の京フェスタ」 

・｢文の京体操の考案・普及事業｣ 

・「ペットボトル集積所回収・白色トレイ拠点回収」 

・「都市計画公園事業（（仮称）目白台運動公園の整備）」 等 

 

（２）新公共経営の理念に基づく予算編成 

  限られた財源を有効に活用し、各部が主体的に予算編成に取り組むＮＰＭ予

算編成システムの手法により編成しました。 

  その結果、普通建設事業を除いた新規事業及びレベルアップ事業において、

約 19 億円の増となる一方、事業内容の見直しや内部努力の徹底などにより、

約 12 億円の削減効果が得られました。このうち、給与改定及び退職不補充に

よる職員給与費の削減効果は約 6 億円となっています。 

○ 家庭から地域へ子育ての輪を広げ、家族の笑顔があふれるまちづくり 

○ 子どもたちの多様な個性を輝かせ、未来を見据えた教育を推進 

○ 緑を増やし、ゆとりと潤いのある環境で、誰もがいきいき暮らせる 

まちづくり 
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２  予算規模 

 
 ○ 一般会計の予算規模は、前年度に比べ 16.0％減の 616 億 2,200 万円となっ

たが、平成 18 年度の都市計画公園用地取得費（122 億円）による影響を除

くと 0.7％の増となりました。 
    
 ○ 国民健康保険特別会計の予算規模は、新たな共同安定化事業の拠出金及び

保険給付費の増加等に伴い、前年度に比べ 10.0％増の 183 億 4,300 万円とな

りました。 
 
 ○ 老人保健特別会計の予算規模は、対象年齢の引上げ及び本人負担割合の見

直し等により、前年度に比べ 9.1％減の 139 億 4,500 万円となりました。 
 
 ○ 介護保険特別会計の予算規模は、ほぼ前年度並で 1.1％増の 105 億 3,600

万円となりました。 
 

 
（単位：百万円、％） 

会   計 19 年度 18 年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 会 計 ６１，６２２ ７３，３６４ △１１，７４２ △１６．０

 
都市計画公園用地取得

費 ( 18 年度)による影

響額を除く 
６１，６２２ ６１，１６４ ４５８ ０．７

国民健康保険特別会計 １８，３４３ １６，６７４ １，６６９ １０．０

老 人 保 健 特 別 会 計 １３，９４５ １５，３４８ △１，４０３ △９．１

介 護 保 険 特 別 会 計 １０，５３６ １０，４１８ １１８ １．１

合      計 １０４，４４６ １１５，８０４ △１１，３５８ △９．８

重 複 控 除 額 ５，５１０ ５，５３５ △２５ △０．５

差 引 純 計 額 ９８，９３６ １１０，２６９ △１１，３３３ △１０．３

 



【予算規模の推移】

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

722 677 606 613 635 605 734 616

100 94 84 85 88 84 102 85

〔参考〕

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

849,871 826,524 812,300 817,891 821,109 821,829 796,860 829,088

100 97 96 96 97 97 94 98

59,880 62,060 59,078 57,295 57,080 58,540 61,720 66,020

100 104 99 96 95 98 103 110

889,300 893,071 875,666 862,107 846,669 837,687 831,508 831,300

100 100 98 97 95 94 94 93

＊いずれも当初予算（計画）ベースの数値（地方財政計画の平成19年度は現時点では概数）である。
＊下段の数値は，平成12年度を１００とした場合の指数である。

（単位：億円）

（単位：億円）

文京区

国

東京都

地方財政
計画

0

100

200

300

400

500

600

700

800

(億円）

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

文京区の予算規模の推移（一般会計当初予算）

都市計画公園
用地取得費
122億円

住民税減税補て
ん債一括償還
30億4,500万円

住民税減税補て
ん債一括償還
6億1,800万円
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３  歳    入（一般会計） 

 
 ○ 特別区税は、景気回復や納税義務者数の動向、三位一体の改革に伴う税源

移譲の影響などから、277 億 3,000 万円を見込みました。 
 
○ 地方譲与税は、本格的な税源移譲の実施に伴い、前年度に比べて 63.3％減

の 3 億 6,000 万円を見込みました。 
 
○ 地方特例交付金は、恒久的な減税に係る減収分の補てん措置が段階的に廃

止されることに伴い、前年度に比べて 69.1％の大幅な減となりました。 
 
○ 特別区交付金は、配分率のアップ等を踏まえ、150 億円を見込みました。

 
○ 都市計画公園用地の取得が終了したことにより、国庫支出金（△20 億円）、

都支出金（△20 億 4,000 万円）、特別区債（△10 億円）及び特定目的基金繰

入金（△71 億 6,000 万円）は、前年度に比べてそれぞれ大幅に減少しました。

 
（単位：百万円、％） 

区   分 19 年度 18 年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 財 源 ４８，０８０ ４８，９８８ △９０８ △１．９

特 別 区 税 ２７，７３０ ２７，０６８ ６６２ ２．４

地 方 譲 与 税 ３６０ ９８０ △６２０ △６３．３

地 方 特 例 交 付 金 ５２５ １，７００ △１，１７５ △６９．１

特 別 区 交 付 金 １５，０００ １３，６００ １，４００ １０．３

財政調整基金繰入金 ０ １，０００ △１，０００ 皆減

 
 
 

そ の 他 収 入 ４，４６５ ４，６４０ △１７５ △３．８

特 定 財 源 １３，５４２ ２４，３７６ △１０，８３４ △４４．４

国 庫 支 出 金 ４，５２９ ６，６１１ △２，０８２ △３１．５

都 支 出 金 ２，３４８ ４，２９２ △１，９４４ △４５．３

特 別 区 債 ０ １，０００ △１，０００ 皆減

特定目的基金繰入金 １，７２７ ７，７１５ △５，９８８ △７７．６

 
 
 
 

そ の 他 収 入 ４，９３８ ４，７５８ １８０ ３．８

合   計 ６１，６２２ ７３，３６４ △１１，７４２ △１６．０

 

 



歳入予算　総額６１６億２，２００万円 率は構成比を表す・（　　　）内は前年度

特定財源
135億4,200万円

22.0%(33.2%)

一般財源
480億8,000万円

78.0%(66.8%)

地方譲与税
3億6,000万円
0.6％　（1.3%）

特別区交付金
150億円
24.3％　（18.5%）

地方特例交付金
5億2,500万円
0.9％　（2.3%）

その他収入
44億6,500万円
7.2％　（7.8%）

国庫支出金
45億2,900万円
7.4％　（9.0%）

都支出金
23億4,800万円
3.8％　（5.9%）

特定目的基金繰入金
17億2,700万円
2.8％　（10.5%）

その他収入
49億3,800万円
8.0％　（7.8%）

特別区税
277億3,000万円
45.0％　（36.9%）
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４  歳    出（一般会計） 

 
 ○ 人件費は、平成 18 年給与改定による減、新行財政改革推進計画などによ

る職員数の減があるものの、退職手当が 52.8％、6 億 7,100 万円の大幅な増

となったことにより、前年度に比べ 1.9％の増となりました。 
  
〇 扶助費は、社会保障関係経費の増加傾向に伴い、前年度に比べ 2.8％伸び、

５年連続の増となりました。 
 
○ 公債費は、平成 14 年度発行の住民参加型市場公募地方債の一括償還（5

億円）により、前年度に比べ 7.5％の増となりました。 
 
○ 投資的経費は、都市計画公園用地の取得が終了したことなどにより、前年

度に比べ大幅な減となりました。 
 

 
（単位：百万円、％） 

区   分 19 年度 18 年度 増 減 額 増 減 率 

 義 務 的 経 費 ３３，４２４ ３２，５００ ９２４ ２．８

人 件 費 ２０，３２０ １９，９３３ ３８７ １．９

退 職 手 当 １，９４２ １，２７１ ６７１ ５２．８ 
 そ の 他 １８，３７８ １８，６６２ △２８４ △１．５

扶 助 費 ８，９０８ ８，６６４ ２４４ ２．８

 

公 債 費 ４，１９６ ３，９０３ ２９３ ７．５

投 資 的 経 費 ４，１８７ １６，６４０ △１２，４５３ △７４．８

性

質

別

内

訳 
 
 

そ の 他 ２４，０１１ ２４，２２４ △２１３ △０．９

 議 会 費 ６１８ ５８９ ２９ ４．９

総 務 費 ９，４８３ ９，４６１ ２２ ０．２

区 民 費 ３，１４９ ２，９４５ ２０４ ６．９

産 業 経 済 費 ８００ ８７２ △７２ △８．３

民 生 費 ２１，６４０ ２１，４８６ １５４ ０．７

衛 生 費 ３，２２７ ３，２２５ ２ ０．１

都 市 整 備 費 ２，８２４ ２，７２１ １０３ ３．８

土 木 費 ３，４２０ １５，４３３ △１２，０１３ △７７．８

資 源 環 境 費 ３，６７２ ３，６１７ ５５ １．５

教 育 費 ８，２４６ ７，１０４ １，１４２ １６．１

諸 支 出 金 ４，４４３ ５，８６１ △１，４１８ △２４．２

 
 
 
目

的

別

内

訳 

予 備 費 １００ ５０ ５０ １００．０

合   計 ６１，６２２ ７３，３６４ △１１，７４２ △１６．０



歳出予算　総額６１６億２，２００万円 率は構成比を表す・（　）内は前年度

【性質別内訳】

【目的別内訳】

その他
240億1,100万円
39.0％ (33.0%)

投資的経費
41億8,700万円
6.8% (22.7%)

公債費
41億9,600万円
6.8% (5.3%)

扶助費
89億800万円
14.4% (11.8%)

退職手当
19億4,200万円
3.2% (1.7%)

その他人件費
183億7,800万円
29.8%  (25.5%)

議会費  6億1,800万円　1.0% (0.8%)

総務費 94億8,300万円
15.4% (12.9%)

区民費 31億4,900万円
5.1% (4.0%)

産業経済費　8億円
1.3% (1.2%)

民生費
 216億4,000万円
 35.1% (29.3%)

衛生費
 32億2,700万円
 5.2% (4.4%)

都市整備費
 28億2,400万円
 4.6% (3.7%)

土木費
 34億2,000万円
 5.5% (21.0%)

資源環境費
 36億7,200万円
 6.0% (4.9%)

教育費
 82億4,600万円
 13.4% (9.7%)

諸支出金
 44億4,300万円
 7.2% (8.0%)

予備費　1億円　0.2% (0.1%)

太枠内は
義務的経費
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５  主な増減理由 

 
                                                                          （単位：百万円） 

項   目 増  減  額 備          考 

新 規 事 業 １，２１９

『コミュニティバス運行』『文の京フェス

タ』『保育園第 3 子保育料助成事業』『文の京

体操の考案・普及事業』『ペットボトル集積

所回収・白色トレイ拠点回収』『教科担任制・

複数担任制推進校』等 

レ ベ ル ア ッ プ ７１９

『私立幼稚園及び類似施設園児保護者負担

軽減補助』『児童手当』『乳幼児及び義務教育

就学児医療費助成』『延長保育スポット利用』

『木造住宅密集市街地整備促進事業』『放課

後オアシス運営事業』等 

事 業 内 容 の 見 直 し 等 △１２３
職員の不規則勤務特別手当（土日加算）等

の廃止等 

内 部 努 力 の 徹 底 △６３７

 職 員 給 与 費 の 削 減 △６０６

職員給与費の削減、ＯＡ機器等の再リー

ス、街路灯・保安灯の高効率・省エネタイプ

への転換等 

事 業 の 完 了 △４６５

『ホームページリニューアル』『財務会計シ

ステム』『マンホール型トイレの備蓄』『障害

者通所授産施設整備費補助』『男女平等参画

推進計画改定』『土地利用現況調査』等 

普 通 建 設 事 業 費 △１２，４５５

『都市計画公園事業（公園整備）』『本郷保育

園耐震補強その他改修工事』『第五・第七中

学校統合に伴う整備』『青柳小学校給食室設

備改修』等の増 
『都市計画公園事業（用地取得）』『千石西保

育園・児童館耐震補強その他改修工事』『小

石川保健サービスセンター移転に伴う改修

工事』『窪町小学校改築工事』等の減 

合   計 △１１，７４２  

（注：普通建設事業費の増減については、一括して集計しました。） 
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（１）主な新規・レベルアップ事業 

［新］：新規事業 ［レ］：レベルアップ事業 

（レベルアップ事業の予算額は、レベルアップ分の額） 

 

○家庭から地域へ子育ての輪を広げ、家族の笑顔があふれるまちづくり                     

 (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 
保育園運営費（保育園第３子
保育料助成事業） 

（一般財源）

31,200

文京区に在住する３人以上の子どもを扶養す
る世帯に対し、認可保育所に通う第３子以降の
子の保育料を無料にする。 

新 
認証保育所運営補助（保育園
第３子保育料助成事業） 

4,800

文京区に在住する３人以上の子どもを扶養す
る世帯に対し、認証保育所に通う第３子以降の
子の保育料を月額２万円を限度として助成す
る。 

新 
児童館維持管理費 維持費 
（安全対策用携帯電話設置） 

441
室外保育時の安全対策として、緊急連絡用携帯
電話を各育成室に設置する。 

新 地域子育てステーション 1,800
区立保育園１８園の地域開放を進め、おむつの
仕方、離乳食、泣き声でわかる赤ちゃんの要求
等、ごく初歩的な相談や指導を行う。 

新 
本郷保育園耐震補強その他改
修工事 

196,731
施設の安全性を高めるため、耐震補強工事及び
内装・各種設備の改修工事、初度調弁等を行う。

新 特定不妊治療費助成事業 6,000
医療保険適用外の特定不妊治療費について、１
年度当たり１０万円を限度に最大５年間助成
する。 

新 新生児沐浴指導事業 1,821
育児不安を持つ親に対し、母乳対策としての乳
房マッサージや沐浴指導等の訪問指導を行う。

レ 
私立幼稚園及び類似施設園児
保護者負担軽減補助 
（入園補助金・在園児補助金） 

5,251

私立幼稚園等に入園した幼児の保護者に対す
る補助金を 25,000 円から 30,000 円に、私立幼
稚園等に在園する園児の保護者に対する補助
金を月額 7,300 円から 7,500 円に増額する。 

レ 
私立幼稚園連合会等補助 
（夏期等預かり保育事業補
助） 

400
私立幼稚園が行う預かり保育事業に対する補
助金を充実する。 

レ 延長保育スポット利用 7,505
区立保育園１８園で、通常の延長保育とは別に
スポット利用枠を設ける。 

レ 
乳幼児及び義務教育就学児医
療費助成 

136,311
対象者を現行の就学前から、義務教育就学児
（満１５歳に達した日以後の最初の３月３１
日まで）までに拡大する。 

レ 病後時保育事業 612 保育定員を４人から６人に拡大する。 

レ 児童手当 254,325
支給対象年齢の拡大及び所得制限の緩和を図
る。また、０歳から３歳未満の児童に対しては、
月額を一律１万円に増額する。 

レ 向丘育成室の設置 7,894 向丘育成室を新設する。 
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レ 子育てカウンセラーの派遣 3,280
区立幼稚園・保育園に派遣する臨床心理士を２
人から３人に充実する。 

 

 

○子どもたちの多様な個性を輝かせ、未来を見据えた教育を推進       

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 
教科担任制・複数担任制推進
校 

12,422

小学校において、教科担任制を導入し、特に高
学年を中心に、教科の専門性を活かした教育を
推進する。また、複数担任制を導入し、各学級
でのきめ細かい指導を実施する。  

新 小学校学級運営支援 2,412
特定の教科（国語・算数）の少人数指導を行い、
小学校低学年を中心に、課題のある学級に講師
を派遣し、学級運営を支援する。 

新 学校図書館ボランティア 700
小学校において、図書館の環境整備及び読書活
動を充実させるため、大学生や地域の人材を活
用する。 

新 
第五・第七中学校統合に伴う
整備 

735,237
第五・第七中学校統合校の建築工事及び埋蔵文
化財調査等を行う。 

レ 
放課後オアシス運営事業 
（放課後オアシス運営） 

5,538
放課後の居場所対策として、ＮＰＯに委託し、
子どもたちが充実して過ごせるメニューを提
供する。 

レ 
区立学校適正配置の推進 
（区立小・中学校将来ビジョ
ンの推進） 

1,556
区立小・中学校将来ビジョン（素案）に対する
区民意見などを踏まえ、将来ビジョンの策定を
進める。 

 

 

○緑を増やし、ゆとりと潤いのある環境で、誰もがいきいき暮らせるまちづくり        

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 防災センターシステム更新 200,187
災害時等における情報収集及び提供の迅速化
を図るため、災害情報システム及び水防災監視
システムを更新する。 

新 コミュニティバス運行 47,415
区民の交通の利便を図るため、コミュニティバ
スの円滑な運行及び利用促進を支援する。 

新 
戸籍情報システム経費（戸籍
簿の電子データ化） 

209,722
戸籍情報システムを導入するため、戸籍簿を電
子データ化する。 

新 文の京フェスタ 15,500

区制６０周年を記念して、シビックホールや区
民ひろば等で一般区民向けコンサート等を開
催し、区内民間施設（博物館、美術館等）の事
業との連携を図る。また、区内大学との連携事
業に要する経費の一部を補助する。 

新 
社会福祉協議会補助 
（成年後見人等支援事業補
助） 

5,859
社会福祉協議会が実施する、成年後見人、社会
貢献型後見人に対する支援事業に補助する。 
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新 障害者就労支援事業 7,997
一般就労希望のある障害者の雇用促進を図る
ため、障害者の就労支援及び生活支援を行う。

新 心身障害者相談支援事業 1,158
地域の障害者（児）に対し、障害福祉サービス
の利用支援、情報提供・助言及び権利擁護援助
等を行う。 

新 文の京体操の考案・普及事業 3,215

子どもから高齢者までの多くの区民の健康維
持と介護予防に資するよう、区独自の文の京体
操を考案し、区民との協働により普及・啓発を
行う。 

新 
地域美化活動 
（路上喫煙禁止地区支援事
業） 

4,535

安全・安心まちづくり条例に基づく路上喫煙禁
止地区の指定を受けた団体の活動を支援する
ため、協働して周知活動等を行う。（春日・後
楽園・水道橋・飯田橋駅周辺地区） 

新 ペットボトル集積所回収 50,587

ペットボトルを資源として回収し、再利用する
とともに、不燃ごみの減少を図るため、酒店・
コンビニエンスストア・スーパー等での拠点回
収に加え、集積所での回収を行う。 

新 白色トレイ拠点回収 131

白色トレイを回収し、再利用するとともに、不
燃ごみの減少を図るため、大手スーパー等推進
協力店での自主的な回収に加え、地域活動セン
ター等の区内施設での拠点回収を行う。 

レ 
木造住宅密集市街地整備促進
事業 

79,493
千駄木五丁目で広場用地の取得及び整備等を
行う。 

レ 都市計画公園事業 339,972
ＫＫＲ目白運動場跡地及び隣接国有地を、運動
機能と防災機能を備えた都市計画公園として
整備する。また、暫定開放を行う。 

 

 
（２）主な事業内容の見直し等 

(単位:千円) 
事     業     名 削 減 額 内          容 

職員給与費（特殊勤務手当） △58,688
不規則勤務特別手当（土日加算）等の廃止によ
る減 

非常勤職員報酬加算 △34,079 土日加算の廃止による減 

 

 
（３）主な内部努力の徹底 

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 削 減 額 内          容 

△111,618 人事委員会勧告に基づく減 

職員給与費の削減 

△494,807 退職者不補充による減 

ＯＡ機器の借上げ △17,791 ホストコンピュータ等の再リースによる減 

街路灯・保安灯の維持 △4,255
高効率・省エネタイプのランプに交換したこと
による電気料金の減 
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６  組織及び定数 

（１）主な組織改正 

 

 〇危機管理室の設置 

・自然災害や大規模な事件などに適切に対応するための専管組織として、総務部

に｢危機管理室｣を設置します。 

  ＊防災課、危機管理課（新設） 

 

〇収入役の廃止及び会計管理者の設置 

・地方自治法の改正により、「収入役」を廃止し、新たに「会計管理者」を設置し

ます。これに伴い、「副収入役及び収入役室」を廃止し、新たに会計管理者を補

助する組織として「会計管理室」を設置します。 

 

 

（２）定数 

  職員定数削減の推移（条例定数） 

（単位：人） 

年 度 12 13 14 15 16 17 18 19 

条例定数 2,205 2,175 2,143 2,093 2,050 2,009 1,957 1,922

削 減 数 △28 △30 △32 △50 △43 △41 △52 △35

平成 12 年度

を100とした

場合の指数 

100 99 97 95 93 91 89 87



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

《付 属 資 料》 
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 平成１８年８月３０日 
          庁 議 決 定 

 
 

平成 19 年度予算編成について  

 
内閣府の８月の月例経済報告によると、我が国経済の先行きは、「企業

部門の好調さが家計部門へ波及しており、国内民間需要に支えられた景

気回復が続くと見込まれる。一方、原油価格の動向が内外経済に与える

影響等には留意する必要がある」としている。  
このような状況の中で、経済財政諮問会議が取りまとめた国の「19 年度

予算の全体像」では、平成 19 年度予算編成に向けて、特に①改革努力の

継続（厳しい概算要求基準の設定）、②思い切った歳出削減、③国・地方の

バランス、④将来に向けた明るい展望、⑤「歳出・歳入一体改革」の具体

化、抜本的・一体的な税制改革を重視するとしている。  
また、東京都においては、「平成 19 年度は、『今後の財政運営の指針』

の初年度として、強固で弾力的な財政基盤の礎を築く重要な年」と位置づ

け、今後３年間の予算要求枠はゼロ・シーリングを基本とすることとして

いる。  
本区は、平成 12 年度予算編成以来、新公共経営の視点から財政運営の

見直しに全庁を挙げて取り組んできた。この結果、実質単年度収支は 5 年

連続で良好な状態を維持するとともに、区債残高を計画的に削減し、財政

調整基金の残高を 100 億円台に乗せることができた。  
しかしながら、平成 19 年度以降は、三位一体の改革に伴う国庫補助負

担金の廃止・縮小に加え、今般の税制改正に伴う個人住民税のフラット化

により、本区の特別区民税にあっては大幅な減収が見込まれるなど、今後

の区財政は極めて厳しい状況が想定される。  
こうした中、これからの区政においては、区民の安全・安心の確保や子

育て支援のための施策、区民施設の更新など、直面する課題に着実に対応

することはもとより、人口減少社会への対応など、文京区の将来を見据え

た取組も求められている。  
区政を取り巻く環境の変化に迅速・的確に対応し、区民の満足度を高め

ていくためには、これまでの行財政改革の歩を引き続き進め、将来にわた

って区財政の健全性を維持していかなければならない。  
よって、平成 19 年度予算は、長期的な視点に立ち、下記に定める方針

により編成する。  
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記  

 
１ 重点施策  
  平成 19 年度予算を、『協働・協治都市  ―「文の京」の新たなステー

ジへ―』を目指す予算と位置付け、次の３本の柱に沿って重点的に施策

を展開し、基本構想の実現を目指していく。特に喫緊の課題である少子

化対策については、昨年度に引き続き、最重点施策として取り組んでい

く。  
 (1) 家庭から地域へ子育ての輪を広げ、家族の笑顔があふれるまちづく

り  
 (2) 子どもたちの多様な個性を輝かせ、未来を見据えた教育を推進  
 (3) 緑を増やし、ゆとりと潤いのある環境で、誰もがいきいき暮らせる

まちづくり  
 

２ 基本的な考え方  
(1) 新公共経営の理念に基づく予算編成  

別紙に掲げるＮＰＭ予算編成システムにより、限られた財源を有効

に活用し、各部において自己決定、自己責任のもとで長期的な視野に

立って財源確保と組織・事業の見直しを行い、あらゆる経営努力を図

りながら成果主義に基づいて、真に必要な区民ニーズを早期に実現す

ること。  
 (2) 新行財政改革推進計画の確実な取組   

抜本的かつ思い切った施策の見直しを図るとともに、新生文京いき

いきプランについては、可能な限り平成 19 年度予算にも反映させる

こと。また、個別計画や各事業の実施計画の見直しなども検討するこ

と。  
  (3) 公有財産の有効活用  

区有地等の公有財産については、協働事業や売却など、有効な活用

方法を検討すること。  
また、施設の利用実態を調査し、必要性や役割が薄れている施設に

ついては、廃止や統合により、他の利用目的施設への転活用等を検討

すること。  
                                       

３ 予算編成の方針  
  平成 19 年度予算の編成に当たっては、施策全般について区民要望及

び議会の動向を的確に把握するとともに、「『文の京』の明日を創る」文

京区基本構想を着実に実現していくため、既存事業の抜本的な見直しを

図る。  
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 (1) 経費の見積方針  

  ア 新規事業及びレベルアップ事業については、事業の必要性を厳し  
く見極め、既存事業の抜本的見直しを行うなど、徹底したスクラッ

プ・アンド・ビルドを前提として経費を見積ること。  
   また、新規事業の予算化に当たっては、必ず事前に事務事業評価

を実施するとともに、原則として、終期を設定すること。  
イ 既存事業については、厳しく実績を踏まえることとし、各事業ご

とに事務事業評価を実施するとともに、決算状況を徹底的に分析し、

原則として、過去 3 か年実績の上限を超える経費の見積りはしない

こと。  
ウ 事務事業評価は、目標、事業コスト、成果などを細かく検証し、

当該事業の必要性を区の施策全般の中で比較検討すること。その際、

区民等との協働、民間委託、廃止、縮小、休止、統合など、あらゆ

る可能性を視野に入れて行うこと。  
エ 各種補助金については、時代状況の変化を踏まえた必要性の検証、

民間との役割分担、費用対効果、補助率の適正化など、個々の事業

ごとに十分に精査・検証し、徹底した見直しを行うこと。  
 また、奨励的な補助金の創設に当たっては、必要性を十分に検証

するとともに、あらかじめ終期を設定すること。  
 

(2) 内部努力の徹底  
ア 事務事業の実施に当たっては、組織、人事、予算執行などあらゆ

る観点で更に徹底した内部努力を尽くすこと。  
イ 人件費については、引き続き徹底した抑制を図ること。  
ウ 公共施設の整備については、緊急性などの観点から十分精査を行

い、真に必要なものに限ること。  
建設コストについては、計画、建設から維持管理に至るまでの各

段階において、品質確保を踏まえながら、民間活力等を積極的に導

入することにより、コストの縮減に鋭意努めること。その際、将来

の維持管理経費の縮減策を盛り込むこと。  
また、施設等の維持管理経費については、管理運営の一元化を進

めるなど、更なる縮減に努めること。  
   なお、土木工事についても同様とし、一層のコスト縮減に努める

こと。  
  エ 情報システムについては、住民サービスの向上と業務改革の視点

から、費用対効果を十分検証し、有効性に乏しいシステムは廃止を

含め抜本的に見直すこととし、効率的なシステム運用を行うこと。  
また、経費の見積りに当たっては、既存システムに係る維持管理

経費の一層の削減に努めるとともに、システム構築については、後

年度の負担を含めた費用対効果を明らかにすること。  
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 (3) 歳入の確保  

  ア 特別区税については、引き続き徴収努力を行い、徴収率の更なる

向上を図ることにより、税収の確保に努めること。  
    特に滞納に対しては、現年度分への早期対応、過年度からの繰越

分については可能な限り滞納整理手法による徴税努力を尽くすこと。 
  イ 国庫支出金及び都支出金については、国や都の予算編成の動向を

踏まえ、区の施策実施上、真に必要と認められるものに関しては、

積極的な確保に努めること。  
  ウ 使用料及び手数料については、受益者負担の適正化を図る観点か

ら、行政サービスのコスト等を正確に把握し、一層の精査を行うこ

と。  
  エ その他の歳入についても、財源を的確に把握し、収入確保に努め

ること。  
 
４ 組織及び職員定数方針  
  平成 19 年度の組織及び職員定数方針については、次に定めるところ

による。  
 (1) 新生文京いきいきプランにおける組織及び職員配置見直し計画に

ついては、行財政改革推進本部において決定されたものについて実施

することとし、未決定のものについても、早期に決定されるように努

めること。  
 (2) 新規事業の実施又は事務量の増に伴う組織及び所要人員について

は、既存の組織、事業等の見直し、既存施設の運営の見直し等を徹底

することにより対応することとし、組織の増を抑制するとともに、新

たな人員の増は原則として行わないこと。  
また、既存の事務事業についても徹底した見直しを行い、職員配置

の適正化に努めること。  
 (3) 退職者対応については、原則として不補充とし、再任用職員及び再

雇用非常勤職員等を有効に活用することにより対応すること。  
なお、現在、再雇用非常勤職員が配置されている職場については、

その必要性について見直しを行うこと。
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ＮＰＭ予算編成システムについて 

 
１ 各部局が主体的に編成する予算 
 各部局は、次の各項目により配分される一般財源の範囲内で、主体的に

予算を編成する。したがって、特定財源も、各部局に属するものについて

は確保に努める。 
(1) 各部枠 
 各部局が主体的に編成できる一般財源の額は、各部局に配分可能な一般

財源を各部局の過去３か年決算の一般財源構成比により按分した額を基

本とする。 
(2) 政策枠 

      新公共経営の理念に沿った次の事業については、事業実施に必要な財

源の全部又は一部を補てんすることとし、各部枠に加算する。 
ア 新規・レベルアップ事業で個性ある先駆的な事業 
イ ＮＰＯや民間企業等との協働事業 
ウ その他経営努力を生かした新公共経営事業と認められた事業 
エ 区長が政策枠経費として認めた事業 

(3) 人件費インセンティブ 
 施設や事業の見直し等により、職員定数の削減を図った場合において、

インセンティブを与えることが適当であると認めたものについては、各部

枠に加算する。 
 (4) 複数年度インセンティブ 

成果主義の観点から、平成 17 年度最終補正予算における減額補正の一

般財源及び決算剰余金の一般財源の一部のうち、インセンティブを与える

ことが適当であると認めたものについては、各部枠に加算する。 
 
２ その他の予算 

職員給与費、議員・委員報酬等、公債費、予備費、調整額（一億円以上の

投資的経費等）については、各部局に配分せずに予算を編成する。 
 
３ 複数年度予算方式への対応 

(1) 各部局に配分された財源は、財源調整の償還、補正予算の財源又は翌

年度当初予算の財源とすることができる。 
 (2) 新生文京いきいきプランや事業見直しによる効果が現れるまでの間、

各部配分枠内で財源不足が生じた場合には、例外的な措置として、財源調

整を行うことができる。 
 




